
令和３年度の財政概要について 

・一般会計決算の状況   資料１  

・財政健全化法に関する「健全化判断比率」等の算定状況 

 資料２  

令和４年１０月１３日 



（単位：百万円）

(ア) 412,881 397,466 15,415

(イ) 401,120 384,359 16,761

(ア)-(イ)=(ウ) 11,761 13,107 ▲ 1,346

(エ) 3,603 3,032 571

（純剰余金） (ウ)-(エ) 8,158 10,075 ▲ 1,917

実質収支の前年度との差 ▲ 1,917 7,242 ▲ 9,159

（単位：百万円）

（臨時財政対策債） 267,032 271,990 ▲ 4,958

（臨時財政対策債除き） 360,975 358,511 2,464

２　その他

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出差 引額

単 年 度 収 支

630,501

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

１　総括

財政調整型基金残高

区　　　分

令和２年度
(B)

令和３年度
(A)

令和２年度
(B)

令和３年度
(A)

令和３年度　一般会計決算

比較
(A)-(B)

　令和３年度一般会計は、昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染
症の影響を非常に大きく受けた決算となりました。
　特に歳出では、医療・検査体制整備や県内経済回復に向けた事業者支
援、生活者支援などを積極的に行ったことにより、前年度を１６８億円
上回り、平井県政最大の歳出決算となりました。
　また歳入では、県税が当初の想定を上回る伸びとなりコロナ禍前の水
準に戻るとともに、新型コロナ対策に係る財政需要を反映して地方交付
税が大きく増加した結果、前年度を１５４億円上回りました。
　これらの結果、純剰余金である実質収支は８２億円となりました。
　財政調整型基金の残高は、前年度と同水準の２７３億円を確保しまし
たが、一方、地方債現在高は、６，２８０億円と依然として高い水準に
あるなど、本県の財政運営は予断を許さない状況が続いています。

区　　　分

比較
(A)-(B)

34

▲ 2,494

財政調整型基金とは、財政調整基金、県立公共施設等建設基金、減債基金、大規模事業基金及び長寿社会対
策推進基金をいう。

地方債現在高
（一般会計ベース）

(注)

27,251 27,217

628,007
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（単位：百万円）

歳　入(A) 歳　出(B) 差引(A)-(B)

鳥取県用品調達等集中管理事業 1,468 1,335 133

鳥 取 県 公 債 管 理 64,531 64,531 0

鳥 取 県 給 与 集 中 管 理 27,182 27,178 4

鳥 取 県 母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

100 25 75

鳥 取 県 国 民 健 康 保 険 運 営 事 業 55,772 53,723 2,049

鳥 取 県 中 小 企 業 近 代 化
資 金 助 成 事 業

51 48 3

鳥 取 県 林 業 ・ 木 材 産 業 改 善
資 金 助 成 事 業

158 30 128

鳥 取 県 県 営 林 事 業 122 117 5

鳥 取 県 県 営 境 港 水 産 施 設 事 業 244 237 7

鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業 298 0 298

鳥 取 県 港 湾 整 備 事 業 75 49 26

鳥 取 県 収 入 証 紙 836 836 0

鳥 取 県 県 立 学 校 農 業 実 習 64 45 19

鳥 取 県 育 英 奨 学 事 業 1,040 490 550

鳥 取 県 就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 215 31 184

会　　　計　　　名

令和３年度　特別会計歳入歳出決算額
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県 債・基 金 残 高 の 推 移 （ 一 般 会 計 決 算 ）

4,339
4,090 3,937 3,768 3,620 3,467 3,352 3,323 3,277 3,194 3,264 3,254 3,193

38
36

38
58

63
87 83 78 84

110 188 331
417

2,080 2,418 2,641 2,820 2,964 3,047
3,083 3,055 3,012 2,945 2,839 2,720 2,670

6,457 6,544 6,616 6,646 6,647 6,601 6,518 6,456 6,373 
6,249 6,291 6,305 6,280 
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その他の県債 防災・減災等の交付税措置率の高い起債 臨時財政対策債

億円

385
449 450 451 452 453 421 383 373

310 302 272 273

財政調整型基金(満期一括除く)

-
6
-



財政健全化法に関する「健全化判断比率」等の算定状況 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和３年度決算に係る健全化判断比率

及び資金不足比率を算定しました。（確定値） 

＜健全化判断比率：一般会計等に係る基準＞ 

区  分 

本県の状況 早 期 

健全化 

基 準 

財 政 

再 生 

基 準 

内    容 R２決算 

（全国平均） 

Ｒ３決算 

（全国平均） 

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 3.75％ 5％ 
一般会計等の実質赤字の比率

（対標準財政規模） 

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 8.75％ 15％ 
公営企業会計も含めた実質赤字

の比率（対標準財政規模） 

実質公債費比率 
１０．３％ 

（１０．２％） 

９．４％ 

（１０．１％） 
25％ 35％ 

一般会計等が負担する元利償還

金等の比率（対標準財政規模） 

将来負担比率 
１３４．６％ 

（１７１．３％） 

１２５．１％ 

（１６０．３％） 
400％ ― 

一般会計等が将来負担する実質

的負債の比率（対標準財政規模）

＜資金不足比率：公営企業に係る基準＞ 

区   分 
本県の状況 経営健全化

基準 
内  容 

R２決算 Ｒ３決算 

電気事業会計 

資金不足なし 資金不足なし ２０％ 

公営企業ごとの資金

不足の比率（対事業

の規模：営業収益） 

工業用水道事業会計 

埋立事業会計 

病院事業会計 

天神川流域下水道事業会計 

県営境港水産施設事業特別会計 

港湾整備事業特別会計 
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（単位：％）

○実質赤字比率 （単位：千円、％）

＝ －

※（　）書きは前年度決算算定値

○連結実質赤字比率 （単位：千円、％）

＝ －

※（　）書きは前年度決算算定値

○実質公債費比率

の３ヵ年平均＝ 9.4

○将来負担比率

＝ 125.1

※（　）書きは前年度決算算定値

○資金不足比率 （単位：千円、％）

＝ －

事業の規模

※（　）書きは前年度決算算定値

資金の不足額
公営企業に係る特別会計の決算において、流動負債相当額が流動資産相当額を上回った場合、資金不足が
発生する

算入公債費等 地方公共団体に交付される普通交付税の算定基礎となる額のうち、地方債の償還金に係るもの

（各会計の営業収益の額）

項　目

充当可能財源等 地方債の償還額等に充てることができる基金や特定の歳入

説　　明

元利償還金等に充
てられた特定財源

準元利償還金 一般会計等からそれ以外の特別会計への支出のうち公営企業の地方債の償還に充てたと認められるもの等

地方債の償還財源に充当される特定財源

標準財政規模
地方公共団体の標準的な状態で収入される経常的な一般財源の規模を示すもので、標準税収入等＋普通交
付税＋臨時財政対策債の合計額

用語解説

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模

標準財政規模　－　算入公債費等

　　標準財政規模　－　　　算入公債費等

資金の不足額

（参考）　健全化判断比率等 算定方法

連結実質赤字比率　　＝

実質赤字比率　　　　＝

資金不足比率　　　＝

将来負担比率 　＝

実質公債費比率　＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

(元利償還金等に充てられた特定財源＋算入公債費等)

  将来負担額　－　　　充当可能財源等
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